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１．健康起因事故の発生状況

２．過去の重大事故事例

３．国土交通省の取組



○運転者の疾病により事業用自動車の運転を継続できなくなった事案として、自動車事故報告規則に基づき報告のあった件数

は、高止まりの状況。

○令和４年は健康起因事故報告件数のうち３割が交通事故に至っており、更なる低減が必要な状況

乗合 （運転者数：約７万人）

貸切・特定 （運転者数：約４万人）

タクシー （運転者数：約２５万人）

トラック （運転者数：約８５万人）

衝突・接触を伴うもので、死傷者が生じたもの（人身事故等）

衝突・接触を伴うもので、死傷者が生じていないもの（物損事故等）

衝突・接触がなかったもの（乗務の中断等）
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健康状態に起因する事故報告件数
（業態毎の件数）

健康状態に起因する事故報告件数
（報告内容毎の件数）

運転者の健康状態に起因する事故報告件数の推移
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業態別の健康状態に起因する事故報告件数の推移

貸切・特定

タクシー トラック

衝突・接触を伴うもので、死傷者が生じたもの（人身事故等）衝突・接触を伴うもので、死傷者が生じていないもの（物損事故等）衝突・接触がなかったもの（乗務の中断等）

運転者数：約４万人

運転者数：約２５万人 運転者数：約８５万人

○各モードにおいても健康起因事故の報告件数は高止まりの状況。

○バスの多くは事故に至らずに乗務の中断を実施している一方、タクシー、トラックでは約半数が事故に至っている。

○物損、人身事故に至った割合（事故件数／運転者数）は、全モードでほぼ同じである。

（路線バス等） （観光バス等）

運転者数：約７万人
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健康起因事故の疾病別の内訳（平成２５年～令和４年）

○過去１０年間で健康起因事故を起こした運転者２，７７８人のうち心臓疾患、脳疾患、大動脈瘤及び解離が３１％を占める。
○うち、死亡した運転者４７０人の疾病別内訳は、心臓疾患が５４％、脳疾患が１１％、大動脈瘤及び解離が１３％を占める。

計２，７７８人
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健康起因事故を起こした運転者の疾病別内訳
（平成２５年～令和４年）

健康起因により死亡した運転者の疾病別内訳
（平成２５年～令和４年）

心臓疾患
（心筋梗塞、心不全等）

４０６人,１５％

脳疾患
（くも膜下出血、

脳内出血等）

３７５人,１３％

大動脈瘤及び解離
８６人,３％

呼吸器系疾患
１７４人,７％

消化器系疾患
１４３人,５％

その他
１１４９人
４１％

不明
４３９人
１６％

計４７０人

心臓疾患
（心筋梗塞、心不全等）

２５２人
５４％

脳疾患
（くも膜下出血、脳内出血等）

５２人
１１％

大動脈瘤及び解離
６２人,１３％

その他
３７人,８％

不明
６４人
１４％

呼吸器系疾患
３人,１％

睡眠時無呼吸症候群
６人,０．２％



睡眠時無呼吸症候群（SAS）の事例について
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○SASが関わる事故の発生状況を把握するため、SASが疑われる居眠り運転、漫然運転による事故を健康起因事故として報

告することを明示するように、通達改正（令和４年３月） 。

○令和４年３月以降、４件の報告事例あり。

運転者年齢：39歳 被害：軽傷

当該運転者は、運行開始から約5時間後、バスを運転中に運転操作を誤り自車が左に進行し、左

方にある電柱を回避しようと右ハンドル操作したが間に合わず、自車左前部が電柱に衝突した。こ
の事故によりお客様２名が軽傷を負った。事故発生後、念のためSASの精密検査を受診したところ
受診結果に基づきCPAPを開始した。

（代表例）
【バス】

【トラック】

運転者年齢：４６歳 被害：軽傷

当該運転者は、点呼実施後1件目の納品先に向かう途中、ウトウト運転により路肩に停車中の車
両に衝突した。この事故により相手方の運転手が軽傷を負った。事故発生後、SASスクリーニング
検査を実施したところ、睡眠障害があることが判明した。
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過去の重大事故事例 ①
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過去の重大事故事例 ②
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事業用自動車運転者の健康管理に関する主な取組

○ 「乗務員等の健康状態の把握」「疾病等により安全な運転ができないおそれのある乗務員等の運行の業務禁止」

⇒ 雇い入れ時の健康診断及び定期健康診断実施の義務付け

従来からの法令上の義務

○ 「運行管理者による点呼時の確認」

⇒ 業務前点呼により、疾病等で安全な運転をすることができないおそれの有無等について確認

○ 『健康管理マニュアル』 （平成２２年７月策定 平成２６年４月改訂）

⇒ 健康状態の把握、就業上の措置の決定等について具体的方策を整理

⇒ SAS、脳血管疾患及び心臓疾患に関するスクリーニング検査を推奨

健康管理に関するマニュアルの策定・改訂

○ 『睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）対策マニュアル』
（平成１５年６月策定 平成１９年６月及び平成２７年８月改訂）

○ 『脳血管疾患対策ガイドライン』 （平成３０年２月策定）

○ 『心臓疾患・大血管疾患対策ガイドライン』 （令和元年７月策定）

○ 『自動車運送事業者における視野障害対策マニュアル』 （令和４年３月策定）

各マニュアルの周知状
況やスクリーニング検査
の受診状況につき
各モードごとに調査実施

スクリーニングモデル事業の実施

○ 『自動車運送事業者への脳健診普及に向けたモデル事業』の実施 （平成30年度～令和４年度）

○ 『眼科検診普及に向けたモデル事業』の実施 （令和３年度～）
11
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健康管理マニュアルにおいて推奨しているスクリーニング検査

○ 事業用自動車の運転者の「健康管理マニュアル」（平成２２年７月策定、平成２６年４月改訂）において、脳・

心臓・消化器系疾患や睡眠障害等の主要疾病に関するスクリーニング検査について受診を推奨。

○ また、業界団体においても、脳血管疾患や心臓疾患、睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）などの主要疾病のスク

リーニング検査の受診に対する補助を実施。

ＳＡＳに関する検査

パルスオキシメトリ検査 フローセンサ検査

人間ドック

◆ 生活習慣病の予防や疾病の早期把握などを目的
とした総合的な健康診断

脳ＭＲＩ画像 脳ＭＲA画像

脳健診

◆ MRIやMRA、CTなどの画像検査により、無症候
又は未発達の脳血管疾患を発見

◆ MRIとMRAの２項目だけを行う簡易検査もある

ＭＲＩ検査

◆ 睡眠時の血中酸素量や呼吸数をモニタリングし、
ＳＡＳの早期発見に寄与する

心臓疾患に関する検査

◆ ホルター心電図検査等を含む必要な心電図検査
の受診を推奨

//upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/3/35/Bonthius1b.gif


令和２年度第２回自動車運送事業を取り巻く状況を踏まえた
更なる交通事故対策W/G
西葛西・井上眼科病院 國松副院長 ご講演資料より

【緑内障患者の見え方の例】

○高齢者における発症率が高い緑内障等の視野障害では、見えている範囲が狭くなったり、部分的に見えなくなる症状
が現れるが、視力は維持されているため、自覚症状が無いまま運転を続けることで重大事故に繋がるおそれがある。

○視野障害に関する運転リスクを事業者に周知するとともに、スクリーニング検査や眼科での視野検査の受診による

早期発見、事業者による受診結果の把握及び治療を促すこと等の推奨が必要。

視野障害と自動車事故の関係について

13

「日本緑内障学会多治見疫学調査報告書,2012,日本緑内障学会」より改変
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自動車運送事業に係る視野障害対策に向けた検討

事業用自動車総合安全プラン2025（令和３年3月策定）

○ 事業用自動車の安全対策に関する中長期計画における講ずべき施策として「視野障害に関する運転リスクの周知、
及びスクリーニング検査や眼科での視野検査受診の推奨」を明記。

○ 事業用自動車の運転者の視野障害によって発生しうる交通事故の抑止に向け、専門的見地から視野障害を早期
に発見し治療を促すための検査の普及方策に係る検討を行うため、本ワーキンググループを設置。

自動車運送事業に係る視野障害対策ワーキンググループ（令和３年12月～）

視野障害対策マニュアル策定（令和４年３月） 眼科検診普及に向けたモデル事業 （令和3年度～7年度）

○ 自動車運送事業者に対し運転者の視

野障害が原因となる事故の抑止に向け

て事業者が取り組むべき内容をまとめた

マニュアルを令和４年３月に策定。

○ モニター事業者の運転者が眼科検診を受診し、視

野障害の発症や治療の有無、勤務状況、事故発

生の有無等について調査し、眼科検診を活用した

健康確保の取組の手法を検討し、事業者への周

知・普及を図る。

ワーキンググループ委員 ： 岩瀬委員（たじみ岩瀬眼科 院長） 國松委員（西葛西・井上眼科病院 副院長） 松本委員（近畿大学医学部眼科学教室 教授）
（５０音順） 各事業者団体関係者（トラック、バス、タクシー）

協力：日本視野画像学会



【視野障害】モデル事業での受診検査

15※散瞳薬を使用しない無散瞳眼底検査では検査後の運転などへの影響はありません。

モデル事業では、以下のうち、「視力検査、眼圧検査、無散瞳眼底検査」を必須で実施。



【視野障害】モデル事業まとめ

⚫人手不足に見舞われる運送業界において、交通事故防止・運転寿命延
伸の観点で視野障害対策に取組むことは極めて重要

⚫視野障害マニュアルに記載した「視力検査」「眼圧検査」「無散瞳眼底検
査」の３つの検査から視野障害の原因になり得る疾患の疑いと判断され
たケースは令和３年度で全受診者の８％、令和４年度で１３％に上る。
（一部は精密検査を実施したケースあり）

⚫ 「早期発見」「早期治療」を行う事で、運転寿命の延伸に繋がるケースも
期待されることから、有所見者に対しては積極的に精密検査受診に進ん
で頂くよう継続的に訴求する。

⚫ 今後は運転者の乗務状況などの追跡を行う事で、交通事故の有無など
の相関を調査する。
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受診者全体
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【中高齢者 ※50歳以上】 【脳血管疾患の家族歴】

【高血圧】 【既往症】

異常所見あり（緊急性あり）

57
80%

14
20%

50歳以上 50歳未満

受診者全体 異常所見あり（緊急性あり）

受診者全体 異常所見あり（緊急性あり） 受診者全体 異常所見あり（緊急性あり）
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【脳】スクリーニング検査受診者の結果と危険因子の関係



【視野障害】 スクリーニング検査受診者の結果と危険因子の関係①

【中高齢者 ※50歳以上】 【収縮期血圧】



【ヘマトクリット値】 【空腹時血糖】

【服薬歴（血圧の薬）】

【眼科検診結果に基づく危険因子となりうる健康診断項目・生活習慣項目(抜粋）】

【視野障害】 】スクリーニング検査受診者の結果と危険因子の関係②
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各種スクリーニング検査を受診させていない理由（上位３項目）

種類 バス タクシー トラック

SAS

スクリーニング検査

脳血管疾患
スクリーニング検査

心疾患
スクリーニング検査

視野障害
スクリーニング検査

１．スクリーニング検査費用が高額
２．精密検査費用が高額
３．人員配置上、受診させる
余裕がない

１．スクリーニング検査費用が高額
２．精密検査費用が高額
３．人員配置上、受診させる
余裕がない

１．人員配置上、受診させる余裕が
ない

２．スクリーニング検査費用が高額
３．SAS起因事故が過去にない

１．スクリーニング検査費用が高額
２．精密検査費用が高額
３．導入予定だが、まだ受診に
至っていない

１．導入予定だが、まだ受診に
至っていない

２．スクリーニング検査費用が高額
３．精密検査費用が高額

１．人員配置上、受診させる余裕が
ない

２．精密検査費用が高額
３．スクリーニング検査費用が高額

１．人員配置上、受診させる余裕が
ない

２．スクリーニング検査費用が高額
３．精密検査費用が高額

（上記以外の項目） ・受診施設が近くにない ・運転者が受診してくれない ・疾病に起因する事故が過去にない ・所見が出た際の対応方法が分からない ・その他



遠隔点呼機器

検知範囲

警報範囲

■ 過労運転防止に資する機器等や先進安全自動車（ASV）の普及を促進し、事故の削減を図るため、自動車運送事業者に
対して対象機器の補助を行う。
○過労運転防止のための先進機器の導入支援

【補助率】 導入費用の１／２
【対象機器】 ・遠隔点呼機器、自動点呼機器

・運行中における運転者の疲労状態を測定する機器
・休息期間における運転者の睡眠状態を測定する機器

【補助率】 実施費用の１／３
【対象メニュー】ドライブレコーダー等を活用した安全運転教育

○社内安全教育の実施支援 専門的な知見を有する外部の
専門家のコンサルティングを通
じて、事業者の安全意識の向上
を図る

【補助率】 導入費用の１／３
【対象機器】 ・デジタル式運行記録計及びドライブレコーダー

（一体型を含む）

○デジタル式運行記録計・ドライブレコーダーの導入支援

各車両の運行状況や事故発生時の映像データを記録し、運転者
への指導教育に活用することにより、事故防止を図る

○先進安全自動車（ASV）導入支援

【補助率】導入費用の１／２
【対象装置】衝突被害軽減ブレーキ（歩行者対応）、自動車間距離維持＋自動車線維持制御装置、ドライバー異常時対応システム 、 先進ライト、

側方衝突警報装置、統合制御型可変式速度超過抑制装置、アルコール・インターロック、事故自動通報システム

ドライバーの居眠り
感知・警報装置

運転者の運転時間や体調を把握し、過労運転
による事故の防止を図る

運転者の睡眠状態
を測定する機器

デジタル式運行記録計 ドライブレコーダー

専用の解析ソフトで分析

先進ライトドライバー異常時
対応システム

側方衝突警報装置 統合制御型可変式
速度超過抑制装置

衝突被害軽減ブレーキ
（歩行者対応）

アルコール・
インターロック

事故自動通報システム
自動車間距離維持＋
自動車線維持制御装置

自動点呼機器

通信機能付デジタル式運行記録計・
ドライブレコーダー 一体型

クラウドサーバー

無線通信（LTE等）

補助金事業について



ご清聴ありがとうございました。

健康管理マニュアル
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